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付録　LCEMツール機器特性調査・オブジェクト作成マニュアル

はじめに
民生部門の最終エネルギー消費は2009年において1990年比で約30%の増加を示し、そのうちの約60%を占める業務用のエネルギーは40%近く増加している。そして、建物におけるエネルギー消費の内訳をみると空調用エネルギー消費は40～50％にのぼる。

このような背景の中で建物の空調用エネルギーをライフサイクルにわたってマネージメントをする必要性が提起され、これに対応できるツールとしてＬＣＥＭツールの開発が平成15年より開始された。

　

本ツールの大きな目標は空調エネルギーのライフサイクルマネージメントであるが、その具体的な目的・背景を本ツールの開発に燃えた初心に立ち返るためにあえて記すと、背景としては

１）建築物におけるエネルギー消費に対して、ESCOなどを適用することにより大きく削減する事例が報告され、削減余地が大きいことが明らかになってきたこと

２）新築建築物のエネルギーマネージメントの実態としては、ライフサイクルの視点では、殆どなされていないこと

３）既存建築物のエネルギーマネージメントの実態としては、エネルギー消費実態が、殆ど把握されていないこと

があり、環境負荷抑制のための実効ある対策としてのライフサイクルエネルギーマネジメントの概念の確立とそのための有用なシミュレーションツールの開発が必要であることが認識された。そしてこのツールは企画・計画、設計、施工、運用の各フェーズで活用できることが必須であり、また機器単体、サブシステム、全体システムの検討ができること、最大負荷での性能のみではなく、期間、年間でのシステム挙動とエネルギー性能が評価できることが望まれた。さらにこれだけの高度な要求にもかかわらずユーザーフレンドリーなツールであること、そしてこれに対応するためにブラックボックス化することは避け、さらにエクセルベースで対応することに着目したことは特筆すべきである。

これらの背景により、「公共建築物のライフサイクルエネルギーマネジメント検討委員会」（平成15年度～18年度）、「公共建築物のライフサイクルエネルギーマネジメントLCEM（既存）検討委員会」（平成19年度）、「LCEM（新築／既存）開発・普及委員会」（平成20年度、21年度）、「ライフサイクルエネルギーマネジメント支援・整備委員会」（平成22年度、23年度）と9年間にわたる開発・整備と普及を行ってきた。その中では初期の目的通りに各フェーズ、各機器レベル、短期・中期・長期の空調システムのエネルギー性能の検討ができるために構造づくり、ツールに組み込まれるべき機器の特性調査とオブジェクト開発を含めたツール整備、ケーススタディーを通じての実施と評価を重ねてきた。そしてここに開発作業としてはほぼ完成をみることとなった。

LCEMツールに限らず優れたシミュレーションツールが活用できるようになれば、設計者は設計段階から多くの情報を得ることができ、例えば近年指摘されている過大設計の回避や低負荷時におけるエネルギー性能向上を実現するシステム設計が実現できる。また、施工時にも納入機器の特性を考慮しての機器承認を行うことも可能である。さらに運用時においては実負荷を境界条件としてのシミュレーションの実行による運転時のエネルギー消費量ベースラインの設定とそれを参照とした運用、BEMSデータのさらなる活用の実現などが可能になり、このような各フェーズでの“ものづくり”と“正しい使用”の重ね合わせが従来とは大きく異なる高度なエネルギー運用につながる。

そして、LCEMツールは例えばツールに用意されている熱源機器の種類は他のソフトに比類の無いものであり、設計者、施工者、運用管理者が望む機器により構成されるシステムの検討を行うことができる。またエクセルベースでのツールであり、さらに汎用性のある機器で構成された熱源・空調システムとしてのスケルトン（機器オブジェクトを組み合わせてシステムを表現したもの）が豊富に用意されているのでユーザーにとっては使いやすいものとなっており、上記の高度なエネルギー運用を実現するツールとしてトップランナーグループにあるということができる。

しかしながら、他のツールと同様にLCEMツールにも限界がある。LCEMツールはできるだけ多くのシステムに対応できるように開発しているが、例えば太陽熱システムについては蓄熱の取り扱いは小さなバッファタンクとしてまたは蓄熱を備えていないシステムを開発した。太陽熱システムにおいてはある程度の容量のある蓄熱槽を備え温度成層特性を持たせるように工夫したものもあるが、これらを検討する場合はユーザーが独自にスケルトンを作成する必要がある。また、本ツールにない機器を含むシステムを検討する場合には、本報告書にもあるオブジェクト仕様書に従って新規開発して組み込んでいただきたい。またユーザーフレンドリーと言っても、全く空調システムに対しての知識がないユーザーを対象としているのではなく、ある程度の知識・経験を要し、またこのツールを十分に活用するためには積極的に多くのケーススタディーをおこなってより良いシステムを探索していただきたい。当然ながらツールは設計を規定してはならず、本ツールはそういった意味でユーザーに開かれたものにするよう心がけながら開発されたものである。

今後、本ツールがさらに普及して発展することにより、空調設備のライフサイクルエネルギーマネジメントがおおいに展開し多くの成果を得るための助けとなれば幸いである。
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